第10回大阪府地方独立行政法人評価委員会大学部会　議事要旨

１　日時　　　　平成21年7月17日（金）　10時～11時30分
２　場所　　　　大阪府職員会議室「多目的ホール」

３　出席委員　　山谷部会長、奥林委員、永田委員、槙野委員（宮嶋委員は欠席）
４　議題

（１）公立大学法人大阪府立大学の平成20年度業務実績に関する評価について
　（２）その他

５　議事概要

Ⅰ　開会

○　部会長から、大学部会の業務及び評価作業の進め方等について、次のとおり説明があった。
・　平成22年度で現中期目標期間が終了することとなり、中期目標期間としての達成度を意識しながら評価作業を行いたい。

　Ⅱ　議事

（１）公立大学法人大阪府立大学の平成20年度業務実績に関する評価について
　○　資料1「平成20事業年度の取組の概要」及び資料2「地平成20事業年度にかかる業務の実績に関する報告書」により、20年度の重点的な取組事項とその成果等について、法人から説明があった。

○　資料4「平成20年度財務諸表」により、貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書、行政サービスコスト計算書、利益処分に関する書類（案）について、資料6「損益計算書前年度比較」により、費用と収益の増減について、法人から説明があった。

○　資料8「小項目評価に関する論点整理」により、小項目評価の論点整理の考え方、小項目評価における具体的な論点について、事務局から説明があった。

○　委員からの質問・意見（◆で表示）と法人からの説明（⇒で表示）があった。

　（144　専門家の協力を得た、監査業務のための研修の実施）

◆　自己評価がⅡとなっており、専門家の協力を得た監査の研修ができていないとのことだが、もっと根本的なところで、府立大学の教職員数と予算の規模がある組織であれば、民間企業の感覚では、内部に監査の専門家がいないとおかしいと思う。兼務による監査室を設置したとのことだが、組織にとって内部統制は重要であり、研修とかだけでなく、内部監査の体制やルールが十分であるかチェックすべきだと思う。
⇒　計画どおりに達成できていないためⅡ評価とした。監査の充実については、国の会計検査など様々な角度から監査される体制になっている。内部で常時、監査に対応できる専任の職員を作るべきとの指摘については、今後考えていかなければならない。今は職員のほとんどが大阪府からの出向であり、その点も見直す必要がある。
◆　専任の職員を置くことは経費の削減に反するかもしれず、全体のバランスの中でどうすべきか考えないといけない。業務の監査については、兼務職員の場合は自分も指摘される可能性があるので遠慮がちになってしまう。独立した監査人が実施したほうが、大学運営の効率化にプラスになると思う。他大学の例も参考にしてはどうか。
◆　大阪府から出向している職員が、監査業務や会計監査の対応なども全て行っているのか。

⇒　本評価委員会も監査に近いと思うが、監事監査や地方独立行政法人法に基づく会計監査人（監査法人）による監査がある。さらに内部監査として大学独自で重点的に取り組んでおり、その業務を行う人材を養成するのがこの項目である。但し、事務職員のほとんどが府からの派遣職員であり、3年から5年程度で異動する。以前は監事監査や会計監査を対応部局が各自分かれて行っていたが、兼務ではあるが監査室を置き一元的に対応できるようにした。しかし、専任がいないのが実情。
◆　この項目の評価はⅡでよいが、別の面での検討が必要かもしれない。

⇒　この点は努力が不十分であることは認識している。
　（159　業績評価が反映される教員給与システムの検討）

◆　教員の業績評価を給与に反映させるシステムを導入できていないということだが、そもそも教員の業績評価システムはできているのか。教員の業績評価は難しいと思うが、誰がどのように行うのか。次年度も同じ結果になるのではないかと危惧されるので、現状を教えてほしい。
⇒　教員の業績評価については様々な試みを行っているが、給与への反映ができていない。研究業績については、論文数など色々とあり問題ではなく、教育業績についても試みを行っているが、ウェイトをかけて計算をして給与に反映させるところまで行けていない。今年度中には進めていけると考えている。
◆　自己評価Ⅱの項目（144、159）について、なぜ達成できなかったのかという説明がない。達成できた、できなかったということも大事だが、できなかった理由を聞かなければ評価の妥当性が判断できない。理由を説明してほしい。

⇒　監査の研修（項目144）については、監査担当が兼務で行っており、研修についてまで検討する体制ができていなかった。通常業務を行う中で研修業務に注意がいかなかったため、その点を反省しⅡ評価としている。教員の業績評価の給与反映（項目159）については、重要さについては十分理解しているが、教育や研究、運営面についての評価が難しい。国立大学でも一定進められており、それらを参考に検討に着手しつつあるが体制まで行き着いていない。認識はしているが着手できていないためⅡ評価としている。
◆　（教員の業績評価の給与反映については）頑張った先生もそうでない先生も一律に給与カットという状況の中、それに対して何らかの工夫が必要だと認識していると理解。
（174　適正な学生納付金設定についての検討）

◆　獣医学科に関して受益者負担ということだが、看護学部も同じではないか。例えば、看護学部の学生が卒業後、大阪府内の病院に就職すれば地域貢献が成り立つが、大阪府外に就職する場合に同じ授業料でよいか。一般的に県立大学では、県外出身の学生の入学料や授業料は高いが、同じような視点で、府外に就職する学生の授業料は高く設定することも考えられるのではないか。
⇒　かなり根本的な問題であり、府立大学が公立大学として今後どうあるべきかというあり方の中で議論する。りんくうの獣医学舎については政治的な面もあり、また、新学舎ができたため学生も納得しているが、工学部や看護学部で新しい学舎でもないのに突然同じことはできない。本来どうあるべきかは、今後検討していきたい。
　（財務諸表について）

◆　財務諸表について、資産の中で現預金が33億円ある。資産規模や資金の流れの中で、現預金がかなり多いと感じるが、常にこれだけ必要なのか。
⇒　外部資金を獲得した際、入金されるまでの間に研究がスタートするための立替制度に利用している。それ以外の資金は、定期預金や国債で運用している。
◆　民間企業では、現預金は利益を生まないのでほとんど持たない。一方、官公庁系の3セクなどは現預金を多く持っている。借入が簡単にできないのかもしれないが、700億円の資産で30数億円の現預金があるのは、効率の悪い事業運営をしているように思える。

⇒　地方独立行政法人法により、長期借入れはできない。自由に長期的な投資もできない。これまでも法改正を求めているところだが、民間企業並みにできる制度設計をしてもらえれば、もっと機動的な資金運用ができる。

◆　長期借入という場合の長期とはどのぐらいの期間か。

⇒　１年。公立大学法人は毎年度予算があり、必要経費は設立団体が運営交付金で出すという考え方。

（15　飛び入学制度等の実施、学部3年での卒業を認める制度の検討）

◆　昔は3年で卒業単位が取れた。今は知らないが、単位だけなら何とでもなると思う。企業側の問題もあるが、今後全国的にどうなっていくのか。司法試験などの国家試験なら基準が明確であるが、大学の単位認定はある程度自由であり、広がり過ぎると修学年限が3年になってしまわないか。
⇒　昔に比べ今のほうが卒業単位をとることは難しくなっている。文系と理系でも異なるが、世界的な流れで言うと、イギリスだと3年で学士が終わるシステムもあるが、日本では逆に学士課程教育を4年間きっちりやって卒業させないといけないとなっている。その中で、飛び級や早期卒業については、ずば抜けて優秀な少数の学生に限ったものだが、対象となる学生は企業など外にでるのではなく、大学院に進む。但し、飛び級だと学士の学位が取得できないので、国家資格取得の際にわざわざ学士を取りに行かなければならない場合がある。そこで３年で卒業を認め、学位も授与できる制度を整備した。日本の教育システムは、修学年限が3年でよいという状況にはなっていない。
◆　そのとおりで大学ではかなり厳格に運用されている。大学としては3年で卒業されては収入が減少する。年に2、3人の対象者はみな研究者志望で最終的には博士の学位を取る。
⇒　博士の学位を取るには時間がかかるため、少しでも早く、この学生は大丈夫という場合のみ適用するシステムと理解していただきたい。
◆　逆に言うと、文系は特にそうだが、3年生から就職活動をするので、そのシステムに乗ると就職活動ができないということもある。

（116　府の研究機関や保健医療機関との連携体制の確立、府内自治体との連携促進）

◆　特筆すべき取組みの中に、堺市の堺高校との高大連携講座の実施とあるが、各大学でも高大連携に力を入れている。何が特筆すべき点なのか説明してほしい。

⇒　堺市と包括連携協定を結んでおり、それに基づいた初の高大連携講座。

◆　包括連携協定に基づくということは、普通の高大連携と違うのか。今後の取組みにつながるということか。

⇒　包括連携をきっかけに始まったということが1つ。また、今後は人文系にも派遣が拡大するなど、高校と大学の密な連携をする点が1つ。他より力を入れているという意味で特別なシステム。この学校とやりました、終わりました、他の学校とやりますではない。成果はこれからだが、どんどん拡げていくので、注目してほしい。
（２）その他
○　私学・大学課から大阪府立大学のあり方検討について、次のとおり情報提供があった。

・　7月3日の委員会では今後の予定を説明したが、戦略本部会議の日程はまだ決まっておらず、準備をしているところ。7月10日に知事と私立大学関係者との意見交換を公開で1時間ほど行った。近隣の比較的規模の大きい、府立大学と競合関係にあると思われる大学に声をかけ、関西大学、近畿大学、大阪工業大学（常翔学園）の方々と知事とで意見交換の場を持った。その中で、公立大学としてのアイデンティティがもっとあるべきとの意見もあり、今後そのような意見も生かしながら最終的に案を固めていきたい。その際には改めて説明させていただきたい。
○　次回大学部会は、7月29日（水）の午前10時から正午まで、大阪府職員研修センターで開催を予定している旨、事務局から報告があった。

Ⅲ　閉会
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